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v. A. T. Massey Coal Co., 556 U. S. 868 (2009)、Williams v. Pennsylvania, 136 S. Ct. 

















































































びMurchison判決の 2判決の延長線上にある。まず、Mayberry v. Pennsylvania, 











































　（）Caperton v. A. T. Massey Coal Co., U.S. ()（28）





































































































































































































































裁判官忌避制度（28 U.S.C. §§ 144 & 455）は、修正５条のデュー・プロセス









が求められるとした合衆国最高裁判所のMurchison判決は、1972 年の ABA 







　1974 年改正以前の 455 条は、具体的かつ限定的な欠格要件が掲げられ、そ
の判断において裁判官の「審理に関与する義務」（duty to sit）を尊重していた
とされていた（55）。これに対して 455 条の改正において連邦議会は、裁判官の





























　さらに、Sao Paulo State of the Federative Republic of Brazil v. American Tobacco 












































































































指摘されていた。以後も、オバマケアに関する National Federation of 
Independent Business v. Sebelius, 132 S. Ct. 2566 (2012)において、９名中６名の
最高裁判事の公平性に疑問が呈され（75）、さらに、2016 年大統領選挙における
トランプ大統領候補に対するギンズバーグ判事の批判的発言が、合衆国司法








（2011Year-End Report on the Federal Judiciary）を用いて、最高裁判事が単独か
つ独立して自身の忌避問題を担当する慣行を擁護し、合衆国司法会議として
新たな Codeの策定を予定していないと明言した。ロバーツ長官は、最高裁












































Goldman, Cashatt & Renzo, PC等五つの法律事務所、また、利害関係のある企業、












































報 1178 号３頁以下、「同（下）」・同 1179 号（1986 年）３頁以下、原口佳誠「アメリカ




については、see Charles G. Geyh, “Judicial Transparency and Ethics"Hearing Before The 
House Committee on The Judiciary's Subcommittee on Courts, Intellectual Property, And The 
Internet (Feb. 14,2017) at 35. ジェイ教授によれば、世論調査においては 80％以上が、忌
避申し立てについては他の裁判官が判断すべきと考えている。See id. at 35 & note 5.
（３） 　In re Murchison, 349 U. S. 133, 136 (1955).「公平な裁判所における公平な裁判はデュ ・ー
プロセスの基本的な要請である。」
（４） 　Liljeberg v. Health Services Acquisition Corp., 486 U. S. 847, 864 (1988).
（５） 　Debra Lyn Bassett, Recusal and the Supreme Court, 56 Hastings L. J. 657, 661-62 (2005).
（６） 　See LOUIS J. VIRELLI Ⅲ , DISQUALIFYING THE HIGH COURT : SUPREME COURT RECUSAL 
AND THE CONSTITUTION 3-4 , (UNIVERSITY PRESS OF KANSAS, 2016).
（７） 　Charles G. Geyh, Examining the State of Judicial Recusals after Caperton v. A. T. Massey 
Before the Judiciary Committee's Subcommittee on Court and Competition Policy, (Oct. 
20,2009) at 24. 
（８） 　拙著・前掲注（1）113 頁以下を参照のこと。
（９） 　判例の展開については、山城・前掲注（1）144 頁以下、原口・前掲注（1）48 頁以
下が詳しい。
（10） 　Tumey, 273 U. S. at 523.
（11） 　Id.
（12） 　Id.at 531.
（13） 　VIRELLI, supra note 6, at 128.
（14） 　Tumey, 273 U. S. at 532.
（15） 　Murchison判決については、直接的な金銭利害に関する事件での忌避要求という厳格
なコモン・ロー上の忌避ルールからの明確な展開である点で重要との評がある。See 
VIRELLI, supra note 6, at 129.




広島法学　42 巻１号（2018 年）－ 330
－ 25 －
（20） 　Mayberry, 400 U. S. at 465.
（21） 　Id.　
（22） 　Ward, 409 U. S. at 60.
（23） 　VIRELLI, supra note 6, at 132.
（24） 　Id.
（25） 　Id.
（26） 　Aetna, 475 U. S. at 822 & 825.
（27） 　Id. at 820 & 824. クラスアクションに参加した他の裁判官の忌避を認容した場合には、
州最高裁判所における当該訴訟の法的解決が望めなくなるため、「必然性のルール」（rule 








（29） 　Caperton, 556 U. S. at 883-84.
（30） 　Id. at 884.
（31） 　Id. at 889-90.
（32） 　本判決については、拙稿「判例紹介：裁判官忌避と第 14 修正：Williams v. 
Pennsylvania, 136 S. Ct. 1899 (2016)」・アメリカ法〔2017-1〕129 頁以下を参照のこと。
（33） 　Brady v. Maryland, 373 U. S. 83 (1963).
（34） 　Williams, 136 S. Ct. at 1905.
（35） 　Caperton, 556 U. S. at 881.
（36） 　Murchison, 349 U. S. at 136.
（37） 　Williams, 136 S. Ct. at 1906.
（38） 　Id. at 1908. See Aetna, 475 U. S. at 828.
（39） 　ABA Model Code of Judicial Conduct Rules 2. 11(A)(1) , (A)(6)(b) (2011) ; 28 U. S. C. § 
455(b)(3) ; Pa. Code of Judicial Conduct, Canon 3C (1974, as amended).
（40） 　See Puckett v. United States, 556 U. S. 129, 141 (2009).
（41） 　Bracy, 520 U. S. at 905.
（42） 　Aetna, 475 U. S. at 825.
（43） 　Rippo 137 S. Ct.at 907. See Williams, 136 S.Ct. at 1899.　さらに、Williams判決は、
Caperton判決を先例としている。See Caperton, 556 U. S. at 881.
329 － アメリカにおける裁判官忌避制度の憲法的位置付けについての覚書（土屋）
－ 26 －
（44） 　See VIRELLI, supra note 6, at 136.
（45） 　See Geyh, supra note 7, at 23. See also, VIRELLI,supra note 6, at 136.
（46） 　さらに、審理における判断が決定的なものではなくとも忌避対象に該当するとされ
たため、忌避申立人に有利な判断を下していても忌避すべきであったと判断されうる
こととなると評されている。Charles Weisselberg & Juliana DeVries, One Term, two Courts : 
Selected Criminal-Law Cases in The Supreme Court's 2015-2016 Term, 52 Court Review142, 
149 (2016).

















例評釈：裁判官選挙の言論規制：Williams-Yulee v. The Florida Bar, 135 S. Ct. 1656 (2015)」・
アメリカ法〔2016-1〕134 頁以下を参照。
（50） 　Geyh, supra note 7, at 23. See also RICHARD E. FLAMM,JUDICIAL DISQUALIFICATION : 
RECUSAL AND DISQUALIFICATION OF JUDGES at 36-37. (Little, Brown and Company, 1996).　
連邦法 144 条の実効性については、山城・前掲注（1）132 頁以下、および、拙著・前
掲注（1）115 頁以下も参照のこと。
（51） 　Geyh, supra note 7, at 23.
（52） 　1972 年の ABAのModel Codeについては、最高裁判所事務総局総務局「アメリカ法
曹協会による新裁判官行為典範」・法曹時報 25 巻８号（1973 年）27 頁以下が詳しい。
（53） 　山城・前掲注（1）144-145 頁を参照のこと。
（54） 　連邦法 455 条については、山城・前掲注（1）133 頁以下、中村・前掲注（1）（下）
広島法学　42 巻１号（2018 年）－ 328
－ 27 －
３頁以下、および、拙著・前掲注（1）113 頁以下を参照。
（55） 　See CHARLES G. GEYH, JAMES J.ALFINI, STEVEN LUBET and JEFFREY SHAMAN, JUDICIAL 
CONDUCT AND ETHICS (5 th ed.) § 4.03 at 9-11 (LexisNexis,2013). 
（56） 　See Monroe H. Freedman, ESSAY : Duck-Blind Justice : Justice Scalia's Memorandum in the 











（58） 　H. R. Rep. No. 93-1453, at 5 (1973).
（59） 　連邦議会は、従来忌避問題の判断に際して尊重されてきていた裁判官の「審理に関
与する義務」を取り除くことで、公平な司法過程に対する国民の信頼を増進しようと
考えたのである。　See Christopher Riffle, Note : Ducking Recusal ; Justice Scalia's Refusal 
to Recuse Himself from Cheney v. United States District Court for the District of Columbia,541 
U.S.913 (2004) , and the Need for a Unique Recusal Standard for Supreme Court Justices,84 
Neb. L. Rev. 650, 655-56. (2005).
（60） 　Liljeberg, 486 U. S. at 859-60.
（61） 　忌避申し立てに対する判断が問題視されたルイジアナ東地区連邦地裁のコリンズ判
事（Robert F. Collins）は、1991 年に自身が刑事事件の被告人となり、連邦議会下院に
よる弾劾手続が進行する中で辞職している。コリンズ判事事件については、拙著・前
掲注（1）50 頁を参照のこと。
（62） 　Liljeberg, 486 U. S. at 861. 
（63） 　See e.g., Berger v. United States, 255 U. S. 22 (1921). See also,Arthur D.Hellman,
 Examining the State of Judicial Recusals after Caperton v. A.T.Massey Before the Judiciary 
Committee's Subcommittee on Court and Competition Policy, (Dec.10,2009) at 80. 
（64） 　Sao Paulo State, 535 U. S. at 233.
（65） 　VIRELLI, supra note 6, at 109.
（66） 　M. Margaret McKeown, To Judge or Not to Judge: Transparency and Recusal in the Federal 





（67） 　In re : Liljeberg Enter. Inc. v. Lifemark Hosps. Inc., No. 2 : 93-cv-01784, rev'd in part by 304 
F. 3d 410 (5 Cir. 2002).





（70） 　Charles G. Geyh, On H. RES. 1448 (2008) Inquiring into The Impeachment of District Judge 
G. Thomas Porteous (Dec. 15,2009), at 11-12.
（71） 　See e.g.,VIRELLI, supra note 6, at 29-40.
（72） 　合衆国最高裁判所判事の忌避に関する慣行と課題については、山城・前掲注（1）
165 頁以下、拙著・前掲注（1）111 頁以下等を参照のこと。
（73） 　現行の忌避制度を批判する見解として、see e.g., Sherrilyn A.Ifill,Do Appearances 
Matter? : Judicial Impartiality and the Supreme Court in Bush v. Gore, 61 Md. L. Rev. 606 
(2002) .
（74） 　Cheney v. United States District Court For The District of Columbia, 541 U. S. 913 (2004).　
同判決については、拙稿「判例紹介：訴訟当事者と休暇を過ごした最高裁裁判官に対
する忌避申し立てが却下された事例」・アメリカ法〔2005 － 1〕127 頁以下を参照のこと。
（75） 　See VIRELLI, supra note 6, at 35.
（76） 　Geyh, supra note 2, at 39-40.
（77） 　VIRELLI, supra note 6, at 35.ヴァレリー教授は、連邦議会が検討する司法部の透明性
確保のための忌避手続の改革提案を問題視している。また、合衆国最高裁判所内でも











広島法学　42 巻１号（2018 年）－ 326
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る。山城・前掲注（1）161 頁を参照。
（80） 　Hellman, supra note 63, at 88. 






法学 46 巻１号（1998 年）１頁以下等を参照。
（86） 　最高裁判所規則の制定に関する裁判官会議への参加を理由とする忌避申し立てが却
下された、最高裁平成３年２月 25 日第 1小法廷決定（民集 45 巻２号 117 頁）、最高裁
判所長官として裁判員制度の実施に係る司法行政事務に関与したことが同制度の憲法
適合性を争点とする事件についての忌避事由に当るかが争点となった、最高裁平成 23
年５月 31 日大法廷決定（刑集 65 巻４号 373 頁以下）がある。前者については、上田
豊三「最高裁判所判例解説」・法曹時報 43 巻５号（1991 年）168 頁以下、栗田睦雄「最
高裁民訴事例研究 298」・法学研究 65 巻５号（1992 年）151 頁以下等を参照のこと。後
者については、尾形健・TKC特法判例解説憲法 No．50（2011 年）３頁、同・法学セ
ミナー増刊速報判例解説 10 巻（2012 年）17 頁以下、山岸喜久治・宮城学院女子大学
研究論文集 115 号（2012 年）17 頁以下、コメント・判例時報 2131 号（2012 年）144
頁以下、判例解説・判例タイムズ 1358 号（2012 年）92 頁以下、最高最新判例紹介・
法律時報 84 巻２号（2012 年）130 頁、岡田俊幸・ジュリスト 1440 号・平成 23 年度重
要判例解説（2012 年）12 頁以下、金子章・横判国際経済法学 20 巻３号（2012 年）231
頁以下、宮木康博・論究ジュリスト 2014 年冬号 232 頁以下、矢野直邦・『最高裁判所
所判例解説刑事篇（平成 23 年度）』（法曹会、2015 年）27 頁以下等を参照のこと。
（87） 　生活扶助基準の見直しの合憲性が争われている訴訟で、法務省に出向中に国側の代
理人を務めた裁判官の忌避申立が認容された事例、金沢地裁決定平成28年３月31日（判
時 2299 号 143 頁）である。同決定については、高田賢治「除籍原因から考える忌避事
由―金沢地決平成 28 年３月 31 日」加藤哲夫・本間靖規・高田昌宏編『現代民事手続
の法理―上野泰男先生古稀祝賀論文集』（弘文堂、2017 年）37 頁以下、坂田宏・司法
判例リマークス 55 号（2017 年）106 頁以下等を参照のこと。
（88） 　裁判官忌避制度に関する比較法的研究の意義については、中村・前掲注（1）（下）
13 頁を参照。
